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内閣総理大医鳩山由組夫

諮 問

寅会に下記の事項を諮問します。

記

我が聞は、人絹史上初めてといっていい f人口:減少と超高齢化」が同時進行

する社会へと突入し、この状況に対応した根本的な構造変化が求められている。

また、世界に尽をど転 1ニれば、グロ}パリゼーションが進むやで、資謀議tl約や地

球滋暖化など、世界殺擦の新たな鰐題に夜面している。さらに行き過ぎた市場

中心主義が招いた経済危機は、我が留のみならず、世界の緩済に大きな影響安

与えている。こうした中で、我が国の財政は、これまでの国債発行残高の紫増

などにより、危機的な状況にある。

このような激動の変議事績において、我が器が舟需主導裂の経済成長を目指し、

将来に夢や希望が持てる患家であり続けるためには、 113来盤の資源配分や行政

手法告と結換するとどもに、社会全体が補い合い、支え合う新しい社会モデルの

構築念図指さなければならない。地域のことは住民がおらの責任で決める「地

域主権Jへの転換や、世界規模の荷崩への穣撞的な取組みの姿勢も、我が関の

将来像になくてはならない震要な婆楽である。

このような我が留の将来像を見据えつつ、その実現のためには、我が国の税

制のあり方について根本から見直す必要がある。



， 
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現行税制はシャワプ勧告以来の累次の改lEの中で、複雑かっ不潜号待となり、

臨民の説詩型jに対する不信感・不公平感が高まっている。これを払拭し、時代の

変化に遊ttし、かっ陸民が信頼できる税制を構築するためには、「納税者視点j

~明確にし、納税者の立場に立って「公平・清明・制等j の原則の下、税制全

般を見直さなければならない。

こうした基本的な考え方の下、厳しい財政状況会鱗まえつつ、支え合う社会

の実現に必要な燃棋を確保し、我が閣の構造変化に適応した税制を構築してい

く観点から、以下の事項~はじめとして、国税・地方税そ一体とした毎年震の

職制改正及び税制全般の将来ピジョンについての譲査審議を求める。� 

(1)マニアェスト� (r三党議立政権合意審j を含u)において実施することと

している税制改正項段について、その詳締惑と検討すること。

(ゑ)既得権益を一掃し、納税者の視点に立って公平で分かりやすいf士組みを

自指す観点から、租税特製措置をゼロベースから見直すための具体的方策

を策定するとんまた、税と社会保障制度の灘五な運営のための番号制度

やその執:行体制など、納説者の立場に立っとともに適正な課税な推進する

ための納税環境整備を検討すること。� 

(3)辞得税の控織のあり方告と根本から見直すなど、個人所f器楽税のあり方に

ついて検討すること。特に格差是正や消費税の逆進性対策の観点から給付

付き税額器撤制度のあり方について検訴すること。� 

(4)需接務税について、環境や健康等への影響を考慮した諜税の考え方を鱒

まえ、エネルギー操税等については混鰻化ガスの離減闘棟瀧成に資する観

点から、環境負荷に応じた課税へ、溜税・たばこ税は健康に対する負荷を

踏まえた課税へ、そのために必要な事項について検討すω ることα 

(5)屈と地方が対等なパートナ」として地域主機会確立し、地方の再生をと図

る観点から、地方税制のあり方について検討すること。その際、麗・地方

の役欝j分般の見直しと合わせた税財糠配分のあり方の見直し、地方の声を

十分に反執する倣跡及び地方税務せに関する匿の喜怒与のあり方についても

検討すること。� 

(6)法人課税や臨捺課税等の分野において、グローパノレイちにともなって生じ

ている世界親模の課題に対応できる税制のあり方を検貯すること。� 

(7)税制抜本改革実現に向けての具体的ビジョンについて検討すること。


